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産業財産権制度問題調査研究

 産業財産権制度に関しての企画立案に資するように、法制面や運用面について改正を行う
際の基礎資料となる報告書を取りまとめることが目的。

 調査研究テーマ毎に専門家を交えた研究委員会の開催・国内外公開情報調査・国内外ヒア
リング調査・国内外アンケート調査等、調査研究テーマに応じた調査・分析を行う。

特 許 庁

産業財産権制度に関する

多種多様なニーズ
国際的な制度調和

関係者（産、学、官）及び有識者
（弁護士、弁理士等）による調査
研究委員会にて検討

調査研究報告書の

取りまとめ

委員会の検討結果や研究報告書等を制度改正
の検討に活用

国内外ヒアリング
調査

国内外公開情報
調査

国内外アンケート
調査

各国の制度調査

＜調査イメージ＞

産業財産権制度問題調査研究について

＜詳細について＞

本調査の詳細については、特許庁HP（以下
URL記載）に掲載しております。令和○年度
研究テーマ一覧「○○○調査研究報告書」を
ご参照ください。
URL:https://www.jpo.go.jp/resources/re
port/sonota/zaisanken-seidomondai.html

＜お問い合わせ先＞
経済産業省 特許庁 総務部 企画調査課
〒100-8915 東京都千代田区霞が関3-4-3
TEL：03-3581-1101（内2152）

調査研究機関
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産業財産権制度問題調査研究

■公開情報調査
対象：

模倣品対策導入背景調査、模倣品対策

製品・サービス調査、技術調査、他者

製品取扱事業者の模倣品対策・制裁に

関する調査
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調査の俯瞰図

背景
• 2019年における模倣品及び海賊版製品の国際貿易額は4,640億ドル（世界貿易額の

2.5%）に達し、国際問題化している。
• 模倣品及び海賊版製品対策として、他者製品取扱事業者を中心にAI技術を活用した模倣品

対策サービスが検討・提案されている。
• しかし、使用AI技術や効果に関しては不明点が多く、同サービス利用の障壁となっている。

まとめ
現状、模倣品対策におけるAI技術の利用は限定的であった。その理由として、技術的要因
（模倣品対策として機械学習技術は不適）、法的・政治的要因（模倣品事業者の認定・制裁
等ハードルが高い）が強く示唆された。一方で、社会的要因（模倣品に関するリテラシー不
足）、経済的要因（模倣品対策製品・サービスの価格等）等の存在も示唆されており、模倣
品対策に向けてはAIの技術的発展だけでなく、より多面的な対応が必要であると考えられる。

目的
模倣品対策導入の背景、AIを利用した模倣品対策に関する我が国企業のニーズ、AIを利用し
た模倣品対策のための製品・サービスと、そこで採用されている技術等を調査することで、
模倣品対策の導入検討に資する知見の獲得を目指す。

■国内企業ヒアリング調査
対象：IIPPFメンバー企業（３者）

■国内・海外ヒアリング調
査
対象：国内外他者製品取扱事業者、有

識者（15者）
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産業財産権制度問題調査研究１．本調査研究の背景・目的

背景

• 2021年に経済協力開発機構(OECD)は、2019年における模倣品及び海賊版製品の国際
貿易額は4,640億ドル(世界貿易額の2.5%に相当）に達すると推定している。

• 近年生じた新型コロナウイルスパンデミックを契機として、電子商取引(EC)増加に伴
うオンラインプラットフォームの悪用の増加等の新たなトレンドも生じている。

• 我が国においても、知的財産活動調査によると、「模倣被害があった」と回答した回
答者の割合について、令和3年度調査では18%、令和4年度調査では13.9％に及ぶ。

• 令和4年度知的財産活動調査によると、模倣品対策を講じている企業の割合は約30%。

• 模倣被害対策を講じない理由として、同調査では「模倣被害状況を把握していない」
が最も多く、「費用対効果が低い」「資金・リソース不足」「対策方法がわからな
い」等の理由が続く。これらの結果からは、我が国において模倣被害対策を広く普及
させるためには、模倣被害対策の重要性を周知することは勿論の事、限られた資金・
リソースでも運用可能な費用対効果に優れるソリューションが必要であると考えられ
る。

本調査研究の目的

• 以上を踏まえ、本調査研究では、AIを利用した模倣品対策導入の背景、AIを利用した
模倣品対策に関する我が国企業のニーズ、AIを利用した模倣品対策のための製品・
サービスと、そこで採用されている技術（その技術を有効活用するために必要な企業
間連携を含む）等を調査する。

5



産業財産権制度問題調査研究２．１．公開情報調査

模倣品対策及び使用AI技術の現状、取り巻く環境等に関する包括的な知見の獲得を目的
として、以下5項目に関する公開情報調査を実施した。

1．AIを利用した模倣品対策導入の背景調査

2．AIを利用した模倣品対策のための民間の先端製品・サービスの調査

3．技術調査

4．他者製品取扱事業者の模倣品対策・権利者連携等の調査

5．他者製品取扱事業者の制裁に関する調査
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産業財産権制度問題調査研究２．１．公開情報調査

AIを利用した模倣品対策導入の背景調査：AIを利用した模倣品対策導入の背景の把握を
目的として、主要国における模倣品対策関連の法律、関連動向（法律以外の模倣品対策
に関する政府機関主導の動向）、それらの起点となった背景事象を調査した。
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情
報
源

調
査
条
件

以下条件を原則として設け、情報の新鮮さ・信頼
性・客観性を担保する。
情報の新鮮さの担保：
• 発行年：3年以内
情報の信頼性の担保（※論文の場合）
• 当該文献の被引用件数：10件以上
• 当該文献の掲載された論文誌のImpact factor(※

論文誌の影響度・被引用頻度を測る指標)：2.0以
上

• 筆者の実績、専門性、著書等：過去に上記条件を
満たす文献の投稿実績有

情報の客観性の担保（※論文の場合）
• 同様の調査対象を論じる情報源の確認：2件以上

(研究の再現性や解釈の一貫性等を確認するため)

公
開
情
報
調
査

原則として、査読済あるいは一次情報を対象として、
以下を主要情報源とする。
• 各国政府組織発表情報、公開文献
• ニュース等の報道情報（※二次情報）

関連動向関連法律・条項 背景事象・課題

日本

アメリカ

中国

欧州

日本における関連動向
• ○○○
• ○○○
• ・・・

(※記載省略)

(※記載省略)

日本における関連法律
等
• 特許法
• 商標法
• ・・・

ｱﾒﾘｶにおける関連法律
等
• Patent Act
• ・・・

(※記載省略)

(※記載省略)(※記載省略)

日本における背景事
象・課題
• ○○○
• ○○○
• ・・・

(※記載省略)

(※記載省略)

(※記載省略)

調査対象 調査方法
前述の調査全体像にて定義した範囲を調査対象とすること
で、効率的・効果的かつ抜け漏れのない調査を実施。

原則として査読済情報あるいは一次情報を情報源とし、以
下調査条件を設けて調査を実施。



産業財産権制度問題調査研究２．１．公開情報調査

AIを利用した模倣品対策のための民間の先端製品・サービスの調査：AIを利用した模倣
品対策に有効と考えられる民間の先端製品・サービス及びユースケースの把握を目的と
して、主要国における模倣品対策製品・サービス提供事業者を調査した。また、模倣品
対策に積極的であると考えられる国際知的財産保護フォーラム（IIPPF）メンバー企業の
取り組みも併せて調査した。

調査対象
模倣品対策製品・サービスの使用技術について、現時点での主な模倣品対策アプローチである「サプライチェーン」、
「鑑定」、「行動パターン等」の3パターンを設定することで、抜け漏れのない調査を実施した。

(ウ)行動パターン等
出品者や流通業者の

行動パターンに基づく判定

(ア)サプライチェーン
商品の製造、流通を追跡し、

真贋を判定

(イ)鑑定
商品そのものについての鑑定

模倣品対策
製品・サービス

IIPPFメンバ企業
模倣品対策

模倣品対策
製品・サービスの調査
現時点で利用可能性が高い

模倣品対策の製品・サービスを
調査

使用技術

IIPPFメンバ企業
ユースケースの調査

模倣品対策において
参考になりえる

知見(ユースケース)を調査
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産業財産権制度問題調査研究２．１．公開情報調査

技術調査：倣品対策において用いられている先端技術の詳細把握を目的として、②製
品・サービス調査において用いられている先端技術を中心に文献調査を実施した。さら
に、現時点では製品・サービス化されていないが模倣品対策としての有効性が示唆され
ている技術研究（基礎研究等のシーズ技術）の調査も併せて実施した。

調査対象
模倣品対策製品・サービスの使用技術について、現時点での主な模倣品対策アプローチである「サプライチェーン」、
「鑑定」、「行動パターン等」の3パターンを設定することで、抜け漏れのない調査を実施した。

(ウ)行動パターン等
出品者や流通業者の

行動パターンに基づく判定

(ア)サプライチェーン
商品の製造、流通を追跡し、

真贋を判定

(イ)鑑定
商品そのものについての鑑定

模倣品対策製品・サービスで
用いられている技術

製品・サービスで
用いられていない技術

模倣品対策製品・
サービスで用いられている

技術の調査

使用技術

模倣品対策の
シーズ技術の調査
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産業財産権制度問題調査研究２．１．公開情報調査

他者製品取扱事業者の模倣品対策・権利者連携等の調査：調査対象国における主要な他
者製品取扱事業者(ECプラットフォーマ及び二次流通事業者)を対象として調査を実施。
他者製品取扱事業者の模倣品対策を下記10種類に分類・類型化した後、調査を実施する
ことで、当該事業者の模倣品対策を抜け漏れなく効率的に調査した。
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技術的対策
a.機械学習技術などを
用いた模倣品の検知

システム構築

非技術的対策
権利者との連携

非技術的対策
c.政府機関との連携

非技術的対策
d.消費者・事業者へ

の啓発活動

大分類

a-2.販売業者の検証・追跡技
術

模倣品の検出や追跡のため、機械学習技術へ投資し高度なテクノロジーを
用いた模倣品対策システムを構築・改良する。

過去に模倣品を出品した業者の一連のデータを学習することで、模倣品の
疑いのある出品を拒否または削除する。

日々莫大な数の出品が行われるECプラットフォームにおいても、継続的
に出品情報等をスキャンし、データ処理によって模倣品の検出を行う。

b-2.権利者提供の情報を元に
した権利侵害検出システム

権利者がECプラットフォーム上で権利侵害の疑いのある出品を容易に確
認でき、取り下げ等の措置が申請できるツールを提供する。

権利者(ブランドオーナー)が提供したデータやフィードバックを元に、機
械学習技術等を用いて権利侵害の可能性のある商品を検出する。

模倣品対策のためのコストを用意しにくい中小企業のため、知的財産権の
登録・保護を支援するサービスを提供する。

c-2.捜査当局との連携

アメリカ特許商標庁（USPTO）のような知的財産関連省庁と商標の登録
情報などを共有することで、効率よく模倣品を検出する。

模倣品事業者の情報等を各国の捜査機関に提供し、模倣品関連事業者の検
挙に貢献する。

各国の税関当局と連携し、違法事業者の情報を共有することで模倣品の輸
入を減らす。

d-1.模倣品購入防止のための
知識共有

消費者に対して模倣品を買うことの危険性や見分け方を周知し、仮に模倣
品が販売されていても買わないよう呼びかける。また、出品者に関しても
知的財産の保護の重要性をシンポジウム等で呼びかけることで出品リテラ
シーの向上を図る。

小分類 概要

a-1.機械学習技術への投資

a-3.継続的なモニタリング

b-1.権利侵害の追跡ツールの
提供

b-3.中小企業向けのアプロー
チ

c-1.知的財産関連省庁との連携

c-3.水際対策

模倣品対策の類型



産業財産権制度問題調査研究２．１．公開情報調査

他者製品取扱事業者の制裁に関する調査：他者製品取扱事業者に関する制裁事例の把握
を目的として、主要国における他者製品取扱事業者に関する制裁事例の調査を実施した。
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②

①

政府・
業界団体

等

他者
製品取扱
事業者

• 各国捜査機関による
監督や検挙

権利者
他者

製品取扱
事業者

• 模倣品販売を十分に
対策しなかったこと
に対する損害賠償請
求

③
他者

製品取扱
事業者

模倣品
事業者

• アカウントの停止・
ショップの削除

• 各国捜査機関や権利
者への情報提供

• 各国の特許法・商標法など

制裁の根拠制裁措置例主体 追求先

• 各国の特許法・商標法など
• 「Chupa Chups」事件による

ECプラットフォームの責任の明
確化

• 各プラットフォーマの約款
• 「Chupa Chups」事件による

ECプラットフォームの責任の明
確化

• 2012年、ECサイト内の店舗が行った商標権侵害・不
正競争行為についてECサイト運営者も出店者による
商標権侵害等について一定の責任を有することが認
められた。（「Chupa Chups」事件）

関連事例

• 2021年、中国政府はオンラインストアに販売者や取
引情報の保持などの監督責任を定め、侵害を行った
オンラインストアに厳しい罰則を課す措置が強化さ
れた。

• 2022年、Amazonの模倣品犯罪対策チームは、大規
模な偽造CD組織に関する詳細情報をロンドン市警に
提供し、約3万枚のCDを押収に成功した。

調査対象
他者製品取扱事業者が関与する、①権利者から他者製品取扱事業者に対する制裁措置、②政府・業界団体等から他者
製品取扱事業者に対する制裁措置、③他者製品取扱事業者から模倣品事業者に対する制裁措置の3パターンを対象と
して公開情報調査を実施した。



産業財産権制度問題調査研究２．２．国内企業ヒアリング調査

我が国企業が実施する模倣品対策の現状把握を目的として、同分野への関心が高いと考
えられる国際知的財産保護フォーラム（IIPPF）メンバ企業（3者）を対象としてヒアリ
ングを実施した。
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項目 概要

模倣品被害の現状 現状、課題について

技術利用に関する現状 模倣品対策の背景・目的について

技術に求められる性能について

技術の導入に向けたリソースについて

技術的模倣品対策の現状 技術的模倣品対策の内容について

技術的模倣品対策の効果・効用（評価方法含む）について

技術的模倣品対策で用いている技術について

技術的模倣品対策の開発について

技術的模倣品対策の運用について

技術的模倣品対策を講じる上での課題について

非技術的模倣品対策の現状 非技術的模倣品対策の内容について

非技術的模倣品対策の効果・効用（評価方法含む）について

非技術的模倣品対策を講じる上での課題について

ヒアリング項目（概要）



産業財産権制度問題調査研究２．３．国内・海外ヒアリング調査

模倣品対策製品・サービス提供時事業者及び他者製品取扱事業者における模倣品対策及
び使用AI技術の現状把握を目的として、主要な模倣品対策製品・サービス提供事業者及
び他者製品取扱事業者（15者）を対象としたヒアリングを実施した。
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項目 概要

製品・サービス詳細 技術的模倣品対策について

模倣品の判定方法について

製品・サービスの価格(初期導入費用、ランニング費用）について

製品・サービスの利用にあたって必要なものについて

サポートの有無について

使用技術詳細 使用技術について

技術の性能について

カスタマイズ性について

技術課題について

上記以外のAI等最先端技術の使用について

非技術的模倣品対策 非技術的模倣品対策の内容について

非技術的模倣品対策の効果・効用（評価方法含む）について

非技術的模倣品対策を講じる上での課題について

ヒアリング項目（概要）



産業財産権制度問題調査研究3．１．公開情報調査

AIを利用した模倣品対策導入の背景調査：模倣品対策関連の法律については共通性・類
似性が認められる一方で、関連動向（模倣品対策に関する政府機関主導の動向）及び背
景事象・課題は調査対象国によって異なることが示された。
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関連動向関連法律・条項 背景事象・課題

日本

アメリカ

中国

イギリス

• 模倣品対策の啓蒙活動推進
• 厳正な水際取締
• 海外における日本のブランド

産品の模倣品等の防止等

• 輸入に関わる全事業者の責任
の明確化

• 厳正な水際取締
• 常習的な違反者の締め出し等

• インターネット上の監督管理
の強化

• 知的財産権の保護の強化
• 知財侵害行為への懲罰強化等

• 特許法
• 商標法
• 意匠法
• 著作権法
• 不正競争防止法

• 特許法
• 商標法
• 著作権法
• デジタルミレニアム著作権法
• 関税法

• 専利法
• 商標法
• 著作権法

• 国内外でのパートナーシップ
強化

• 知財に関する国際的リーダー
シップの発揮

• 模倣品対策の啓蒙活動推進等

• Patents Act 1977
• Trade Marks Act 1994
• Copyright, Designs and 

Patents Act 1988

• 消費者の模倣品に関する知識、
リテラシーの不足

• 小包郵便を用いた模倣品輸入
の増加等

• 事業者に対する現行法執行や
規制慣行の不備

• 小包郵便を用いた模倣品輸入
の増加等

• 事業者の詐欺行為、模倣品の
増加

• 知的財産侵害の多発等

• 知的財産権の行使に多数の関
係者が関与し、状況が複雑

• 消費者の模倣品に関する知識、
リテラシーの不足等

共通性、類似性あり 調査対象国によって異なる



産業財産権制度問題調査研究3．１．公開情報調査

AIを利用した模倣品対策のための民間の先端製品・サービスの調査：サプライチェーン
を対象とした製品・サービスがもっとも多く、次いでAI技術を用いた商品鑑定製品・
サービスが多かった。特に日本ではその傾向が顕著である一方で、アメリカは行動パ
ターン等に基づく不正ユーザ、アカウント検出製品・サービスを提供する事業者が多
かった。
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模倣品対策アプローチ 日本 アメリカ 中国 欧州その他

サプライチェーン
真正品に対して付与した
タグやラベル等の追跡・
判定サービス、ブロック
チェーン技術を用いたサ
プライチェーン管理を行
う製品・サービス等

9社
• PTAS
• アイエスシステム等

1社
• NeuroTags

2社
• Shanghai Yiduqiao
• Digital Commerce

等

4社
• Aura Blockchain 

Consortium（スイ
ス）

• Cypheme（フラン
ス）等

鑑定
商品画像をAI技術（画像
処理技術）に適用するこ
とで、真贋判定を行う製
品・サービス

6社
• GAZIRU
• IVA等

4社
• COGNEX
• Entrupy等

1社
• TURING SENSE

• 本調査では該当なし

行動パターン等
メールアドレス、請求先
住所、配送先住所、IPア
ドレス、デバイスIDなど
データや購買履歴データ
等から詐欺等を行うリス
クの高いユーザ、アカウ
ントを判別する製品・
サービス

1社
SoftBank

8社
• Kount
• Forter等

1社
• Shanghai

Shizhuang
• Information

Technology

• 本調査では該当なし



産業財産権制度問題調査研究3．１．公開情報調査

技術調査：商品画像に基づく商品の真贋判定や、出品者の属性・行動パターン等に基づ
くリスク判定においてAI技術が有効であることを示す研究が多数報告されていた。
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サプライチェーン
商品の製造、

流通を追跡し、
真贋を判定

• サプライチェーンの偽造品対策としてRFIDタグやQRコードによる手法が提案
されているものの、これらは偽造が可能であるという課題がある。近年ではブ
ロックチェーン技術によりサプライチェーンの履歴を追跡することで偽造品を
検出するシステムが複数提案されている。

鑑定
商品そのものに
ついての鑑定

• ブランド品などの様々な物体や絵画を対象とし、画像情報から物体の真贋判定
や種類分類を行うAI技術が研究されている。

• 様々な機械学習ベースのアプローチの中でもCNN(畳み込みニューラルネット
ワーク)が頻繁に使用されており、分類タスクにおいて高い精度を示す傾向があ
る。（例：VGG16）

• また、物体検出モデルであるYOLO(You Only Look Once)を組み込んだ偽造品
検出アプリケーションはアルゴリズムの速度と精度の観点で優れた性能を示す
ことが報告されている。

• 一方、医薬品やIC(集積回路)の分野においては画像情報からの真贋判定が難し
い、

行動パターン等
出品者や流通業者の

行動パターンに
基づく判定

• オンラインショッピングサイトやSNSにおける偽造品取引者の行動パターンを
分析し検出する手法も偽造品対策として有力。

• 商品リストや取引履歴などのアカウント情報を学習させた教師あり学習モデル
(Boosted tree等)は、不正アカウントの検出に有効であることが示されている。

• また、商品レビューやTwitter(現X)のツイート(現ポスト)等のテキスト情報を
教師あり機械学習モデルに学習させることで、偽レビューや不正ユーザの検出
も可能であることが示されている。



産業財産権制度問題調査研究3．１．公開情報調査

他者製品取扱事業者の模倣品対策・権利者連携等の調査：日本のプラットフォーマは技
術的・非技術的対策に取り組んでいるものの、Amazon、Alibaba等のビッグ・プラット
フォーマは多額の投資を行い、より多様な対策を講じていることが明らかになった。
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技術的対策
a.機械学習技術など
を用いた模倣品の検
知システム構築

非技術的対策
権利者との連携

非技術的対策
c.政府機関との連携

非技術的対策
d.消費者・事業者へ

の啓発活動

a-2.販売業者の検
証・追跡技術

b-2.権利者提供の
情報を元にした権利
侵害検出システム

c-2.捜査当局との
連携

d-1.模倣品購入防
止のための知識共有

大分類 小分類

a-1.機械学習技術
への投資

a-3.継続的なモニ
タリング

b-1.権利侵害の追
跡ツールの提供

b-3.中小企業向け
のアプローチ

c-1.知的財産関連
省庁との連携

c-3.水際対策

不正取引ユーザの検出
技術の検証を実施

権利者と連携し知的財
産権保護プログラムを

推進

警察や消費生活セン
ター専用の連絡窓口を

設置

ブランド保護活動のた
めの産官協議会に参加

メルカリ

AI真贋鑑定サービスへ
の資金提供

偽造品データを蓄積し、
モニタリングに活用

―

―

警察や経済産業省等と
連携し、犯罪予防体制

を構築

啓発ポスターを作成し、
全国の税関施設に掲示

技術と専門家による審査を組
み合わせ、事業者の身元を確
認する最先端ツールを構築

自動保護機能は権利者から提
供された

情報をもとに学習

中国、ドイツ、イギリス等の
現地捜査当局と連携し、模倣

品事業者を摘発

業界団体との連携や情報交換
等

Amazon

高度な機械学習技術に継続的
に投資し、模倣品検知するシ

ステム等を開発・拡大

自動でストアをスキャンし、
疑わしい模倣品を事前に削除

権利者に対し、権利侵害を
チェック、検出、報告し、そ
の後の情報をダッシュボード
で追跡可能なツールを提供

中小企業の権利者に商標登録
を促し、Brand Registryを利

用できるよう支援

米国特許商標庁から得た制裁
措置者の情報をもとに不正な
商標を登録できないようにす

る等の措置を実施

合衆国税関・国境警備局
(CBP)と連携し、情報交換を
実施。さらに、他の事業者と

も連携。

過去の権利侵害のデータに基づ
いて構築したアルゴリズムによ
り、偽造品の販売行為を特定、

削除

権利者から提供された商標に関
する情報は、権利侵害管理プロ

グラムに活用

中国当局と協力して模倣品の出
所を突き止め、違反者を基礎

知財知識の普及、真贋識別技術
の学習のためのイベント等を開

催

Alibaba

独自のアルゴリズムにより権利
侵害の疑いのある製品を特定す

る監視プログラムを開発

偽造品、商標権侵害、不正出品、
画像の無断使用等の行為をリア

ルタイムで検出

特定した侵害行為は権利者に
プッシュ通知され、違反行為を

した出品者を削除可能

中小企業諮問委員会(SAC)を設
立し、中小企業が模倣品を対処

できるよう支援

―

越境仕入れの偽造の取り締まり
を実施

ー

権利者と連携し機械学習アルゴリ
ズムを改良

権利者、現地法執行機関と協力し、
模倣品の拡散、知的財産権の侵害

を阻止するプログラムを実施

プラットフォームポリシーを理解
しやすくするためのコンテンツを

作成し公開

Shopee

自社で模倣品検知の機械学習アル
ゴリズムを開発

機械学習アルゴリズムを開発し、
自動的な偽造品検知を改善

知的財産情報を登録すると、模倣
品の疑いのある商品について簡単
に報告・出品取り下げを要請可能

なポータルを運用

―

タイの知的財産局、商務省、関税
局、

米国特許商標庁と協力

―

―

1000以上の権利者と
連携

(楽天市場)

警察等の捜査機関との
連携

(ラクマ)

特許庁主催のイベント
での模倣品への注意喚
起、HP上での注意喚

起等

楽天

楽天技術研究所にて技
術開発を推進

24時間365日体制での
監視(ラクマ)

―

―

特許庁等と情報共有、
意見交換

(楽天市場)

財務省関税局と模倣品
などの水際取締りに係
る協力に関する覚書を

締結

―

―

不正な品物を発見した
際、各地の警察当局に

協力

―

コメ兵HD

自社AI開発室にてAIに
よる真贋判定ツールを

開発

―

―

―

ー

―

※本調査（公開情報調査）で知見が発見できなかった箇所は「－」とした。



産業財産権制度問題調査研究

凡例

3．１．公開情報調査

他者製品取扱事業者の制裁に関する調査：①権利者から他者製品取扱事業者に対する制
裁措置について、訴訟の争点に応じて模倣品対策が変遷しており、その一環としてAI技
術の活用が推進されてきたことが示唆された。
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不十分な
対策

販売への
関与

商標の
無断使用

模倣品
販売の
責任

訴
訟
の
争
点

20222000 2008 2009 2010 2011 2012 2014 2016 2017 2018 2019 2020 2023

ｹﾞｰﾑﾒｰｶｰ3社
(Yahoo!)

LVMH L’Oréal Tiffany

時計メーカー
3社

Tre Milano

Chupa Chups
(楽天)

Eland

Milo
&Gabby

Kering Mary Kay

Spyderco,
Wimo,
Blazer

Lifestyle 
Equities

Christian 
Louboutin

Maglula

Coty

Phonenix
Networks

CHANEL
(The RealReal)

ﾄﾗｲｱﾝﾄﾞｲｰ,
ｴｸｾﾙﾌﾟﾗﾝ

Planet
Green 

Cartridges
L’Oréal

A&E Beauty
(Shopee)

Daimler

Daimler

争点が
変化した。

AI対策導入

Amazon

Alibaba

模
倣
品
対
策

eBay

Project 
Zero

の開始

偽造品対策
取引所の

設置

偽造犯罪
対策部門の

設置

販売業者への
訴訟開始

模倣品
対策同盟

Brand 
Registry
の開始

AliProtect
の開始

(削除要請対応
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ)

TaoProtect
の開始

(削除要請対応
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ)

IPP 
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

の開始

Queqiao
の導入

VeROの開始

画像認識と
機械学習を
用いた検知

ツールの導入

販売業者への
訴訟開始

AI検知
システム

会社の買収

2つの争点で
訴えられた。

十分な対策を講じなかったため、
模倣品販売を許したと

判断された。(フランス)

商品表示と広告宣伝を通じて、
販売プロセスに積極的に関与

していると判断された。(フランス)

模倣品販売業者への取締りが
不十分であったために再販売を
許したと判断された。(中国)

少なくとも3年間、繰り返しの削除要請に
対応しなかったことに関して、Amazonに責任があると判断された。

最終的には和解が成立している。(アメリカ)

Daddy's Choice
(PDD)

模倣品販売業者への取り締まり強化
権利者からの削除要請に応じるためのﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ構築

機械学習を
使った検知

ツールの導入

濃紺
Amazon

青
Alibaba

黒
eBay

訴訟の争点のブロックの色
• 各企業を示す。
• 白(その他企業)の場合は企業名を括弧で記載。

白
その他企業

訴訟の争点のブロックの見方
• 記載された企業は原告を示す。
• 文字色は結果を示しており、黄色は原告の訴えが認められた

(他者製品取扱事業者の責任が認められた)場合を示す。一方、
白色は原告の訴えが認められなかった場合を示す。

LVMH

例）右記ブロックは以下を示す。
• LVMHからeBayに対する訴訟

である。
• LVMHが訴えが認められた。
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アメリカ 日本 中国

政府 政府 政府 政府業界団体 業界団体 業界団体

その他

業界団体

制裁
(訴訟、営業停止処分、免許取消処分等)

Shopee

GoTo

Amazon
(2020年時)

PDD

Shopee

要請・指導
・調査・警告

要請・指導
・調査・警告

以外

Alibaba

Shopee
他者製品取扱事業者

複数社

制裁以外

Shopee

GoTo

該当なし

eBay

メルカリ

JD.com PG Mall

コメ兵
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

ByteDance

The 
RealReal

ブックオフ
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

Secoo

Buysell
Technologies

楽天グループ LINEヤフー

大黒屋
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

Alibaba

米国通商代表部
「悪名高き市場」に関

する報告書

消費者庁は消費者安全法に基づき、
模倣品販売にかかわる消費者被害の
発生又は拡大の防止に向けた対応を

行うよう要請 インドネシア政府は2021年
10月、インドネシア電子商
取引協会(IDEA)とともに自
社のマーケットプレイスで
模倣品が販売されていない

かを確認するよう指示

ブラジルの3つの業
界団体が訴訟

制裁主体の政府・業界団体等

凡例
ブロックの色
• 各国を示す。

アメリカ企業 日本企業 中国企業 その他国企業

図の見方
• どの国の他者製品取扱事業者が、どの国で制裁措置を受けているの

かを確認できる。
• この例の場合、中国企業であるAlibabaが、アメリカの政府・業界

団体から制裁措置を受けていることを示している。

3．１．公開情報調査

他者製品取扱事業者の制裁に関する調査：②政府・業界団体等から他者製品取扱事業者
に対する制裁措置について、本格的な制裁措置にまで至った事業者はほぼ存在せず、要
請・指示等のレベルの措置が散見された。

19



産業財産権制度問題調査研究3．１．公開情報調査

他者製品取扱事業者の制裁に関する調査：③他者製品取扱事業者から模倣品事業者に対
する制裁措置について、殆どの他者製品取扱事業者は模倣品出品禁止に関する規約およ
び規約違反時の制裁措置を定めている。しかし、Amazonの事例ではプラットフォーマ
側の模倣品対策が不十分であった場合、プラットフォーマも補償の対象になりうること
が示唆されている。

20

企業名 模倣品出品禁止に関わる規約 制裁内容 実際の制裁事例・判例等

Amazon 出品者利用規約および出品者行動規
範：Amazon出品者、利用者が遵守す
べき行動規範。模倣品に関する具体的
な記述はないが、虚偽や不正行為を禁
止する旨が明記されている。
アカウント停止・終了、出品停止のポ
リシー：アカウント停止・終了、出品
停止の条件を定めているポリシー。具
体的には、規約違反の程度・回数・内
容等に応じて、以下の措置をとる場合
があると記載している。
・出品アカウント作成の拒否
・出品資格の一時停止・永久停止
・出品者が特定の商品を販売すること
を制限
Amazon偽造品の取り組み： Amazon
出品者の偽造品販売を禁止する規約。
Amazonでは正規品ではない、偽造品、
海賊版、違法に複製・コピー、製造さ
れた商品、および第三者の知的所有権
を侵害する商品を厳しく禁じている。
この規約を遵守しない場合、出品権限
の取り消し、売上金の支払い留保や
Amazonで保有している在庫が廃棄さ
れる場合があるとしている。

正規品でない商品を販売した場合、
以下の制裁措置が行われる。
• Amazon出品用アカウント（お

よび関連アカウント）の一時停
止または閉鎖

• 出品者の費用負担でフルフィル
メントセンター（Amazonの倉
庫）にある正規品でない在庫の
破棄

• 売上金の支払いの留保
• 特定の商品の販売制限

事例１ Canonとの訴訟 (2023年5月)
• AmazonとCanon(米国)は、偽造品を販

売していた個人および事業体のグループ
に対して訴訟。被告は共謀し、29の
Amazonアカウントを開設、運営し、
Canonの模造品を販売。また、Amazon
に出品する際、販売製品が正規品の供給
業者から得たものであることを示す、偽
造の請求書を提出していた。

• Canonは、被告のAmazonストアから侵
害が疑われる製品を購入し調査した結果、
偽造商標がついている製品だと確認。ま
た、そのような製品の販売を一度も許可
していないことを確認のうえで、
Amazonに報告。

• CanonはAmazonのBrand Regisryと
Project Zeroなどの模造品対策サービス
を受けていた。それにも関わらず、偽造
品の販売業者である被告を削除できてい
なかったため、AmazonはA-to-Z補償に
従い、被告からCanonと称される製品を
購入した顧客に対して全額補償を行った。

• 訴訟中のため、判決は不明。



産業財産権制度問題調査研究3．２．国内企業ヒアリング調査

模倣品の流通拡大や手口の巧妙化等の現状を踏まえ、模倣品対策に注力しているものの、
様々な要因からAI技術を用いた模倣品対策を講じることが困難であることが示唆された。
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技術的対策
AI等の情報技術を

用いた対策

非技術的対策
AI等の情報技術

以外の対策

大分類

• オンライン対策サービスを利用して
検出された模倣品に削除申請を実施。

• AIを用いた模倣品対策は実施してい
ない。

• 他者製品取扱事業者の模倣品対策
サービスを利用(Amazon Brand 
Registry等)。

• Red Points社のシステムを利用し、
ECサイトのパトロールを実施。

• オンライン対策サービスを利用しつ
つも、最終的には自身で手作業で削
除申請を実施。

• 社外の調査会社等と連携し、模倣品
の恐れがある商品をピックアップし
て対策。

• 大手のECサイトを定期的に確認し、
真正品・模倣品の比率等を確認。

• 模倣品業者は同じ手口は基本的に使
わないため、AI技術が根本的な模倣
品対策にはならない。

• 教師データによる学習が必要。
• AI技術を用いた模倣品対策製品・

サービスは高い性能を示すものもあ
るが、値段が高すぎる。

• 模倣品対策製品・サービスベンダか
らAIのロジックについて漠然とした
説明しかなく、AIが模倣品であると
判断した理由がユーザに提示されな
い。

現状 背景課題

• 模倣品が検出される地域は中国が主。被害は商標権が圧倒的に多い。
• 模倣品に関して、特に東南アジアで被害が増加。その背景として、東南アジアの

ECサイトが急激に発展していることに伴い模倣品の流通が増加したこと等が挙げ
られる。この中には、中国の模倣品も流通しており、中国は引き続き重要地域。

• 製造の手口が巧妙化しているため、摘発のハードルが高く難しくなっている。

権利者を取り巻く
現状



産業財産権制度問題調査研究3．２．国内・海外ヒアリング調査

多くの他者製品取扱事業者(プラットフォーマ)は、模倣品対策にAI技術の応用を検討し
ているものの、現状の技術レベルでは真贋判定は困難。現状では非技術的対策も含めた
アプローチで模倣品対策を講じている。
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技術的対策
AI等の情報技術を

用いた対策

非技術的対策
AI等の情報技術

以外の対策

大分類

• 多くの事業者が模倣品対策へのAI技
術の応用を検討しているものの、AI
技術の実装・運用は道半ばであり、
実装・運用に至っている企業は限定
的。

• 一般的に商品レベルの真贋判定は困
難。

• 出店時審査を厳格化。
• 権利者やユーザからの通報を重要な

情報として活用。
• 人間の目視確認を重要視しており、

真贋判定だけでなく、模倣品を含む
不正出品のトレンド把握にも活用。

• ブランドオーナーとの連携も積極的
に推進。

• 模倣品のトレンドの変化が早く、機
械学習的な手法での対応が困難。

• プラットフォーマでは模倣品か否か
の最終判定が困難。誤判定は権利者
の経済機会損失につながるため慎重
な対応が必要。

• 現時点で商品レベルの真贋判定が技
術的に困難。

• グレーな出品者、商品の取り締まり
には根拠が不可欠で、対応に時間・
コストを要する。（特定デジタルプ
ラットフォームの透明性及び公正性
の向上に関する法律等）

現状 背景課題



産業財産権制度問題調査研究４．まとめ

現状、模倣品対策におけるAI技術の利用は限定的であった。その理由として、技術的要
因、法的・政治的要因（模倣品事業者の認定・制裁等ハードルが高い）が強く示唆され
た。一方で、社会的要因（模倣品に関するリテラシー不足）、経済的要因（模倣品対策
製品・サービスの価格等）等の存在も示唆されており、模倣品対策に向けてはAIの技術
的発展だけでなく、より多面的な対応が必要であると考えられる。
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公開情報調査

• 模倣品対策関連の法律については共通性・類似性が認められる一方で、関連動向及び背景事象・課
題は調査対象国によって異なる。ただし、特に米中では、プラットフォーマに模倣品対策の一端を
担わせる施策が整備されつつある。

• 模倣品対策製品・サービスに関しては、サプライチェーン上の真正品・模倣品の管理を目的とした
サービスが最も多く、次いで商品鑑定サービスと不正ユーザ判定サービスがほぼ同数であった。こ
の中で商品鑑定、不正ユーザ判定には機械学習技術をはじめとするAI技術が積極的に活用されてい
た。しかし、

• 商品画像データやオンライン上の行動データ等から模倣品や不正ユーザを検出する技術は(絶対数は
少ないが)報告あり。しかし、その多くが機械学習技術を活用する手法であり、多くの教師データを
要する。また、複数の技術要素を組み合わせているケースが多く、処理が複雑。

• 日本のプラットフォーマは技術的・非技術的対策に取り組んでいるものの、国外のビッグ・プラッ
トフォーマはより多様な対策を講じている。

• 権利者による他者製品取扱事業者を対象とした訴訟を争点毎・時系列毎に整理した結果、訴訟の争
点に応じて模倣品対策が変遷しており、その一環としてAI技術の活用が推進されてきたことが示唆。

国内・海外
ヒアリング調査
（※主に他者製品

取扱事業者を対象）

• AI技術の実装・運用に至っている企業は限定的。
• 人間の目視確認や権利者との連携などの非技術的対策も実施。
• 増加する模倣品に対し、法令含む様々な制約の下で対応することを要求されており、対応に多くの

コスト・リソースを要している。

国内企業
ヒアリング調査

（※主に権利者を対象）

• 近年になり、東南アジアでの被害が増加。模倣品の手口は巧妙化し、摘発はより困難に。
• コストや対策の困難さ等からAI技術を用いた模倣品対策を講じることが困難。
• 人間の目視確認等の非技術的な手法も活用。
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